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台
湾
で
は
、
近
年
、
経
済
発
展
に

向
け
て
、
高
等
教
育
機
関
に
よ
る
人

材
の
育
成
と
交
流
に
こ
れ
ま
で
以
上

に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
こ
の
政
策
は
、
2
0
1
5
年
9
月

に
民
進
党
政
権
が
発
表
し
た
も
の

で
、
「
新
・
南
向
政
策
」
と
呼
ば
れ

ま
す
。
東
南
ア
ジ
ア
地
域
諸
国
１８
か

国
を
対
象
に
、
人
材
の
育
成
・
交
流

を
促
進
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

1
9
9
0
年
代
後
半
に
も
、
こ
れ
ら

の
国
を
対
象
と
し
た
政
策
が
と
ら
れ

ま
し
た
が
、
当
時
の
政
策
は
も
っ
ぱ

ら
経
済
面
に
重
点
が
置
か
れ
て
い
ま

し
た
。
今
回
の
政
策
で
は
、
高
等
教

育
機
関
に
よ
る
人
材
の
育
成
・
交
流

が
重
視
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
特
徴
で

す
。
過
去
の
政
策
と
区
別
す
る
意
味

で
、「
新
・
南
向
政
策
」
と
名
付
け
ら

れ
て
い
ま
す
。

　
新
政
策
が
進
め
ら
れ
る
背
景
に

は
、
経
済
競
争
が
グ
ロ
ー
バ
ル
に
展

開
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
激
化
の
一
途

を
辿
っ
て
い
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

台
湾
も
他
国
と
同
様
に
厳
し
い
状
況

に
置
か
れ
て
お
り
、
政
府
は
状
況
に

対
応
す
べ
く
、「
対
外
経
済
貿
易
戦

略
」
を
立
て
て
い
ま
す
。
「
新
・
南

向
政
策
」
は
そ
の
一
環
と
し
て
位
置

づ
け
ら
れ
て
お
り
、
「
人
間
優
先
」

と
い
う
理
念
に
基
づ
き
、
「
経
済
貿

易
の
連
携
」
、
「
資
源
の
共
有
」
、

「
人
材
の
交
流
」
、
「
国
際
地
域
と

の
リ
ン
ク
」
の
4
つ
の
重
点
項
目
が

設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

「
新
・
南
向
政
策
」
と
は

　
従
来
、
諸
外
国
と
の
関
係
に
お
け

る
大
学
政
策
で
は
、
外
国
人
留
学
生

受
け
入
れ
と
国
際
共
同
研
究
が
中
心

に
据
え
ら
れ
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
に

対
し
て
、
新
・
南
向
政
策
で
は
、
以

下
の
よ
う
な
取
り
組
み
の
柱
が
設
定

さ
れ
て
い
ま
す
。

　
第
1
の
柱
は
、「
マ
ー
ケ
ッ
ト
」

で
あ
り
、
質
の
よ
い
教
育
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
、
国
内
・
海
外
の
専
門
的
人

材
の
育
成
が
中
心
で
す
。
た
と
え

ば
、
国
内
各
高
等
教
育
機
関
に
お
い

て
、
東
南
ア
ジ
ア
の
言
語
・
文
化
・

産
業
に
か
か
わ
る
人
材
育
成
を
推
進

し
ま
す
。
と
く
に
、
「
ビ
ジ
ネ
ス
・

社
会
科
学
」
、「
工
学
」
、「
医
学
」
、

「
農
学
」
、
「
教
育
・
人
文
」
の
5

分
野
で
、
東
南
ア
ジ
ア
地
域
の
台
湾

系
企
業
と
多
国
籍
企
業
で
の
イ
ン

タ
ー
ン
シ
ッ
プ
に
学
生
を
派
遣
し
ま

す
。
同
地
域
の
学
校
や
企
業
の
管
理

職
、
公
務
員
を
対
象
と
し
た
高
度
人

材
養
成
の
特
別
ク
ラ
ス
を
、
台
湾
国

内
の
主
要
大
学
に
設
置
し
ま
す
。
さ

ら
に
、
国
際
結
婚
に
よ
り
生
ま
れ
た

子
ど
も
た
ち
に
、
東
南
ア
ジ
ア
の
言

語
（
母
親
の
母
語
）
を
習
得
さ
せ

て
、
台
湾
系
企
業
の
ニ
ー
ズ
の
高
い

専
門
的
知
識
を
修
得
さ
せ
る
こ
と
も

重
視
さ
れ
て
い
ま
す
。

諸
外
国
と
の
人
材
交
流

　
第
2
の
柱
は
「
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
」

で
す
。
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
と
ア
ウ
ト
バ

ウ
ン
ド
の
双
方
向
の
留
学
、
研
修
、

体
育
、
研
究
の
交
流
が
挙
げ
ら
れ
ま

す
。
具
体
的
に
は
東
南
ア
ジ
ア
地
域

諸
国
の
高
等
教
育
機
関
等
に
対
す
る

研
究
助
成
、
国
費
留
学
奨
学
金
の
拡

大
、
留
学
生
向
け
の
高
等
教
育
準
備

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
中
国
語
教
育
の

ク
ラ
ス
、
サ
マ
ー
ス
ク
ー
ル
の
開

催
、
就
職
支
援
活
動
な
ど
が
挙
げ
ら

れ
ま
す
。

　
第
3
の
柱
は
「
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
」
で
す
。
東
南
ア
ジ
ア
地
域
の
高
等

教
育
機
関
と
の
提
携
・
協
力
を
目
的

と
し
て
、コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
や
海
外
拠

点
の
構
築
が
目
指
さ
れ
て
い
ま
す
。

競
争
的
経
費
で
高
等
教
育
機
関
の

参
加
を
促
進

　
こ
れ
ら
は
、
競
争
的
な
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
と
し
て
取
り
組
ま
れ
て
い
ま

す
。
国
内
の
各
大
学
は
、
上
記
の
内

容
に
そ
っ
て
、
個
別
に
具
体
的
な
計

画
を
立
案
・
申
請
し
、
認
め
ら
れ
れ

ば
相
応
の
補
助
金
が
交
付
さ
れ
ま

す
。
2
0
1
7
年
か
ら
2
0
1
9
年

ま
で
の
3
年
間
に
合
計
5
億

6,
1
0
0
台
湾
ド
ル
（
日
本
円
で
約

１９
億
円
）
と
い
う
巨
額
の
予
算
が
計

上
さ
れ
て
い
ま
す
。
同
時
に
、
採
用
さ

れ
た
大
学
に
対
し
て
は
、
目
標
達
成
の

数
値
目
標
も
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

外
国
人
留
学
生
の
獲
得

　
「
新
・
南
向
政
策
」
は
、
少
子
化

対
策
の
意
味
も
あ
り
ま
す
。
台
湾
で

は
、
少
子
化
に
よ
り
大
学
入
学
年
齢

の
１８
歳
人
口
が
減
少
し
て
お
り
、
一

部
の
私
立
高
等
教
育
機
関
は
定
員
割

れ
で
経
営
困
難
に
陥
っ
て
い
ま
す
。

2
0
1
8
年
に
は
閉
鎖
さ
れ
た
大
学

も
現
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
状
況
を
改
善
す
る
た
め
に
、

東
南
ア
ジ
ア
地
域
の
諸
国
か
ら
留
学

生
を
積
極
的
に
受
け
入
れ
る
こ
と

も
、
政
策
の
な
か
で
重
視
さ
れ
て
い

ま
す
。

　
台
湾
に
お
け
る
海
外
か
ら
の
留
学

生
は
、
学
位
取
得
目
的
の
正
規
学
生

と
、
そ
れ
以
外
の
非
正
規
学
生
（
交

換
留
学
生
、
語
学
研
修
生
等
）
と
に

大
き
く
分
類
さ
れ
、
出
身
地
に
よ
っ

て
も
「
国
際
学
生
」
、「
華
僑
学
生
」、

「
中
国
大
陸
学
生
」
に
分
類
さ
れ
ま

す
。
ぞ
れ
ぞ
れ
適
用
さ
れ
る
法
律
、

入
試
ル
ー
ト
、
奨
学
金
規
則
な
ど
が

異
な
り
ま
す
。

　
留
学
生
総
数
は
、
2
0
0
9
年
の

3
9,
5
3
3
人
か
ら
2
0
1
3
年
に

約
2
倍
、
2
0
1
8
年
に
は
3
倍
以

上
へ
と
、
飛
躍
的
に
増
加
し
ま
し
た

（
2
0
1
8
年
の
内
訳
は
、
正
規
学

生
6
1,
9
7
0
人
、
非
正
規
学
生

6
5,
0
2
7
人
）
。
2
0
1
8
年
に

お
け
る
新
・
南
向
政
策
の
対
象
国
か

ら
の
留
学
生
は
、
全
体
の
４０.
9
％

で
、
前
年
度
よ
り
２５.
6
％
増
加
し
ま

し
た
。
同
政
策
は
、
外
国
人
留
学
生

の
増
加
に
プ
ラ
ス
の
効
果
を
与
え
て

い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

新
た
な
課
題
も

　
従
来
よ
り
奨
学
金
、
中
国
語
教

育
、
英
語
に
よ
る
授
業
の
実
施
が
留

学
生
受
け
入
れ
措
置
に
お
け
る
三
種

の
神
器
と
言
わ
れ
て
き
ま
し
た
が
、

現
在
で
は
、
留
学
生
の
補
習
教
育
、

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
な
ど
の
支
援
も
課

題
に
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
卒
業

生
の
進
路
、
就
職
事
情
に
か
か
わ
る

実
態
調
査
や
、
関
連
し
た
指
導
も
今

後
の
重
要
課
題
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
た
だ
し
、
留
学
生
受
け
入
れ
の
拡

大
に
と
も
な
う
コ
ス
ト
の
増
加
が
、

私
立
高
等
教
育
機
関
の
財
政
を
圧
迫

し
て
お
り
、
こ
の
面
で
の
対
応
が
次

の
課
題
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

台
湾
に
お
け
る
高
等
教
育
段
階
の

　
　
　
　
　
　 
人
材
の
育
成
と
交
流

|
経
済
発
展
に
向
け
た
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
等
と
の
連
携
強
化
|

平
成
３０
年
度
客
員
教
授
　
楊
　
武
勲

授業や研究指導に対する満足度は、
20年間でどう変わったか（学部学生）

グラフで見る名大生

第2回目は、名大生の「授業や研究指導の満足度」です。第1回目では、「学

問・研究をする」ことを大学生活の目的とする名大生が増えていることがわ

かりました。それでは、大学の授業や研究に対する名大生の満足度はどのよ

うに変化しているでしょうか。

下のグラフは、現在の大学生活の中で「授業・研究指導の内容」に「どの程

度満足していますか」という質問に対する学部学生の回答の約20年間の推

移を表しています。授業や研究指導に対して「満足している」「まあ満足して

いる」と回答する学部学生が増え「やや不満である」「不満である」とする

学部学生が減っていることがわかります。　　　　　　　　（東岡達也）

【データ】各年度の『学生生活状況調査報告書』を参照。名古屋大学の学生生活状況調

査は、ほぼ隔年で実施。調査対象は無作為に抽出した5分の1の学生（ただし、外国人留

学生、休学及び留学中の者は除く）。上記のグラフでは、学部学生のみのデータを使用。

　
　
　
　
　 

へ
の
皆
さ
ま
の
ご
意
見
・
ご
感
想
を
お
寄
せ
く
だ
さ
い

Ｅ
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ル
ア
ド
レ
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読んでおきたい
この1冊
Great Books on University

　今回は、大学論、教育論ではなく、私の専門であ

る日本語学の立場から、論文・レポートの書き方に

関する本を紹介します。

　論文・レポートの書き方の本は、我らが戸田山先

生の『新版 論文の教室―レポートから卒論まで』

（2012年、NHKブックス No.1194）をはじめ、木

下是雄『理科系の作文技術』（1981年、中公新書

624）、同『レポートの組み立て方』（1994年、ち

くま学芸文庫）など名著がたくさんあり、イマサラカ

ンもありますが、今回とりあげるこの本で注目すべ

きは、第2部の「論文の表現」の部分です。例えば、

日本語には、和語・漢語・外来語があり、同じような

意味を「取り消し」「解約」「キャンセル」と言い分け

ることができますが、論文でよく使用するのはどれ

でしょう？もちろん、ちょっと堅めな印象のある漢語

で、おそらく皆さんも自然に漢語を多く使っている

と思います。ただ、副詞になると事情がかわります。

「全然・多分・絶対・全部・一番」が漢語、「まった

く・おそらく・かならず・すべて・もっとも」が和語で

す。このように並べてみると、副詞に関しては、和語

の方が「論文っぽい」表現だとわかります。他にも、

ついつい論文で使ってしまいがちな「話し言葉」や、

明晰な文章展開に必要な「指示詞」や「接続詞」の

使い方など、知っておくと、もう一段階上の論文・レ

ポートが書けるヒントが満載の一冊です。

（齋藤文俊 前センター長／人文学研究科）

大学等におけるフルタイム換算データに
関する調査（FTE調査）

　「大学教員が研究や教育に費やす時間はどのくらいか？」との問い

に対して、直接的に答える公式統計がFTE調査です。大学教員や博士

課程在籍者等を対象に標本を抽出した調査として、文部科学省が実施

しています。最新の調査は2018年度に実施されました。大学教員の

多忙化や、研究環境の劣化の問題とも関わり、政策決定の場でも取り

上げられることの多い調査です。

　FTE調査の元々の目的は、日本の研究活動の規模を、研究時間に即

した形で他国と比較することにあります。比較のために算出されるの

が、研究者数のフルタイム換算値です。例えば、1日当たり8時間勤

務の教員の研究時間が4時間であった場合には、その教員を0.5人分

のフルタイムの研究者としてカウントする、という考え方です。

　FTE調査の特筆すべき点は、研究時間だけでなく、教育や社会サー

ビス、その他の職務を含めた、職務活動時間の全体を把握するところ

にあります。このような特徴のもと、過年度調査からは、大学教員に

おける研究時間の割合の低下傾向と、教育、社会サービスの時間の割

合の増加が指摘されています。他方、FTE調査については、各年度の

手法に違いがあるため、単純な経年比較は難しいとの指摘もあります

（科学技術・学術政策研究所、2015）。自己申告に基づく調査のため、

正確な職務時間が反映されていないという可能性も否定できません。

　FTE調査には限界もありますが、大学教員の詳細な職務時間に関す

るデータは、他の公式統計には代えがたいものです。論文数や担当授

業数といった指標には表れにくい業務負担の問題を、個人や個別の大

学をこえた問題として検討するためには、FTE調査のような全国デー

タが欠かせません。2013年の調査からは、研究パフォーマンスに影

響を与える要因の把握にも焦点が当てられています。今年度に公表予

定の最新の調査結果も含め、詳細な分析が待たれるところです。

（丸山和昭）

Higher Education Glossary
高等教育にまつわる用語集

『この1冊できちんと書ける！
　　　　　　　論文・レポートの基本』

Survey of Full-time Equivalency Data 
at Universities and Colleges

石黒圭 著
日本実業出版社　2012年

情報配信サービスへのご登録はお済みですか?
高等教育研究センターによる各種セミナーや新刊などの情報をメールでお知らせ

するサービスを行っております。情報配信サービスへのご登録をご希望の方は、下

記ウェブサイトよりお申込ください。

http://www.cshe.nagoya-u.ac.jp/service/info_form/

大学教育改革フォーラム
　　　　　　　in東海2019を開催

　3月9日（土）に「大学教育改革フォーラムin東海2019」が名城大学ナゴヤドー

ム前キャンパスにて開催されました。このフォーラムは、東海地区の教職員がボラ

ンティアで運営を行う実践交流企画であり、授業実践事例や職務実践の事例の紹

介と共有をコンセプトとしたフォーラムです。当日は240名以上の参加者・報告者

が全国各地から集まり、中井俊樹氏（愛媛大学）による基調講演「今、大学の組織

力が問われる－教育の質保証と教職員能力開発」に加え、7つの分科会、若手職員

向け特別企画ワークショップ、ポスターセッションがあり、活発な議論が交わされ

ました。

2018年度学生論文コンテスト表彰式を開催

優秀賞
「『大矢田ひんここ』と喪山信仰」 文学部2年　山中 海瑠さん

佳作
「学校教育は若者の投票率向上に貢献しうるか」
「デザイン系専門学校生の進路選択過程における他者との関わり」

法学部1年　各務　 耀さん
文学部2年　西山 祐平さん

　2018年度名古屋大学学
生論文コンテストの表彰式
を3月12日（火）に中央図
書館にて開催しました。応
募10名の中から3名に賞が
贈られました。
　次年度も本コンテストを
開催します。周囲の学生に
応募をお勧めいただければ
と思います。

※受賞論文は本学学術機関リポジトリにてお読みいただけます。


